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［事案 28-62］死亡保険金支払請求 

・平成 28年 11 月 4日 裁定打切り 

＜事案の概要＞ 

責任開始日から 3 年以内の自殺は支払免責事由に該当するとして死亡保険金の支払いを拒

否されたが、被保険者の死亡は支払免責事由の「自殺」には該当しないとして、死亡保険金（延

滞金を含む）の支払いと、調査に要した費用および慰謝料の支払いを求めて申立てのあったも

の。 

＜申立人の主張＞ 

 平成 25 年 2 月に子供が契約した生前給付保険について、被保険者である子供は、うつ病と

診断されており、うつ病の影響下に死亡したものであるから、支払免責事由には当たらな

いため、死亡保険金（延滞金を含む）を支払ってほしい。また、保険会社の調査不足が原

因で、自ら調査せざるを得なかったことにより出費した経費と、保険会社からの書面や担

当者の言動により精神的苦痛を受けたことに対する慰謝料も支払ってほしい。 

＜保険会社の主張＞ 

 被保険者が、うつ病により「自由な意思決定能力を喪失ないし著しく減弱していた」とは認

められず、被保険者の死亡は病死ではなく、約款に定める支払免責事由の「自殺」に該当する

ため、申立人の請求に応じることはできない。 

＜裁定の概要＞ 

1.裁定手続 

 裁定審査会は、当事者から提出された書面にもとづく審理の他、被保険者の死亡時の状況を

把握するため、被保険者の死亡に関し調査などを行った本件代理人である申立人子供に対して

事情聴取を行った。 

2.裁定結果 

 上記手続の結果、以下のとおり、業務規程第 32 条 1 項 3 号にもとづき、裁定手続を打ち切

ることとした。 

(1) 被保険者が自殺前にうつ病に罹患していたことは認められ、そのことが自殺に関連してい

る可能性は否定できないものの、うつ病の存在によって、被保険者の自由な意思決定能力

が欠けていたか、あるいは著しく減弱していたとまでは認定することはできない。 

(2) この点を判断するには、被保険者のうつ病の程度、性格、自殺に至るまでの言動や精神状

態、自殺行為の態様、動機の有無などを総合的に斟酌しなくてはならないが、そのために

は、担当医師や被保険者の周囲の人物からの詳細な事情聴取、専門医による鑑定などが必

要となるが、裁判外紛争解決機関である当審査会においては、これらの手続を行うことは

できない。 

 


